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回線設計手法（受信感度及び標準受信入力の規定）

周波数帯
占有周波数帯
幅の許容値

標準的な変調方式
受信感度※１
(BER=1×10-4)

標準受信入力の上限値
（dBm）

標準受信入力の下限値
（dBm）

最大受信入力
（dBm）

11、15GHz帯

5MHz 4PSK -87.4dBm以下
15GHz帯：－36 15GHz帯：－49.5 －34
11GHz帯：－37 11GHz帯：－50.5 －35

9.5MHz 16QAM -78.2dBm以下 －37 －50.5 －35

18.5MHz
4PSK -81.5dBm以下

－34 －47.5 －32
－34 -50.5 －32

16QAM -75.3dBm以下
－34 －47.5 －32
－34 －56.5 －32

36.5MHz

4PSK -78.6dBm以下
－18 －31.5 －16
－18 －34.5 －16
－31 －44.5 －29

64QAM -67.4dBm以下

－16 －29.5 －14
－19 －41.5 －17
－32 －45.5 －30
－32 －54.5 －30

256QAM -60.0dBm以下
－27 -40.5 －25
－27 -49.5 －25

1024QAM -54.9dBm以下
－22 -35.5 －20
－22 -44.5 －20

53.5MHz 16QAM -70.7dBm以下
－13 －26.5 －11
－29 －42.5 －27
－29 -51.5 －27

72.5MHz 8PSK -70.3dBm以下
－10 －23.5 －8
－10 －26.5 －8

18GHz帯

18.5MHz 4PSK -78.8dBm以下 －35 － －30

36.5MHz

64QAM -67.4dBm以下
－32 －45.5 －30
－32 －54.5 －30

256QAM -60.0dBm以下
－27 -40.5 －25
－27 -49.5 －25

1024QAM -54.9dBm以下
－22 -35.5 －20
－22 -44.5 －20

※ 受信感度 ＝ 10log(ﾎﾞﾙﾂﾏﾝ定数×温度×等価雑音帯域幅)＋NF＋所要C/N

表 各周波数帯、占有周波数帯幅、変調方式ごとの受信感度及び標準受信入力

標準受信入力は、回線不稼働率を満たす範囲で標準受信入力の下限値に近しい値を設定することとする。

参考
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18GHz帯の標準受信空中線特性の見直し 参考

空中線の放射角 絶対利得の最大値(dBi)

0 °≦θ ≦2.5° -1.46θ ２＋40.3

2.5°＜θ ≦48° -20.8logθ +39.5

48°＜θ 4.5

（空中線利得20.0ｄBiを超え40.3dBi以下の場合）

空中線の放射角 絶対利得の最大値(dBi)

0 °≦θ ≦2.5° -2.98θ ２＋46.3

2.5°＜θ ≦35° -22.1logθ +36.5

35°＜θ ≦55° 2.4

55°＜θ ≦90° 0.00166θ ２+7.42

90°＜θ -6.0

（空中線利得40.3ｄBiを超え46.3dBi以下の場合）

現行規格と整合を取りながら、11/15GHz帯と同様に「最大利得」を使用しないように標準受信空中線特性を見直す。
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共用検討を行う対象システム

■固定衛星システム

・人工衛星局への干渉に関しては、固定通信システ
ムのアンテナの指向方向はほぼ水平であり、離角
距離は十分確保されていることから、問題はないも
のと考えられる。

・地球局（受信）への干渉に関しては、固定通信シス
テムのアンテナパターンの変更より、角度によって、
干渉量が増加する可能性があることから、既存の
衛星通信事業者に影響の可能性について協議を
行い、大きな影響を及ぼすものではないとの結論
に至った。

＜※ 固定衛星システムのイメージ＞

○18GHz帯標準受信空中線特性（アンテナパターンの上限値）について、アンテナの「最

大利得」が用いられるため、規定そのものがアンテナ毎の特性により変化することとな
り複雑となっていることから、現用のアンテナを継続使用できることに配慮しつつ、「最
大利得」を用いず計算できるよう規定の整理を行った。

○現行基準値と比較すると、角度によって干渉量が軽微ではあるものの増加することか
ら、以下システムと共用検討を行った。

参考
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報告書案のパブコメ意見への対応状況 参考

１．実施期間

２．意見提出者

令和３年２月１１日（木）～令和３年３月１２日（金）

計４者（スカパーＪＳＡＴ(株)、（一社）電波産業会、(株)ＮＴＴドコモ、(株)放送衛星システム）

３．主な意見概要及び考え方

• 18GHz帯固定通信システム間の共用において、
与被干渉側の空中線の等価等方輻射電力の制
限値を抑えるため、同様に固定衛星通信システ
ムへの影響も回避する。

• 18GHz帯固定通信システムの標準受信空中線特性の
見直しによって、現行の固定通信システムと固定衛星
通信システムとの周波数共用環境に大きな影響を及
ぼすものではないとの結論に至ったメカニズムを確認
したい。

主な意見概要 考え方

• 18GHz帯固定通信システムの標準受信空中線特性の
見直しによって、現行及び将来の放送衛星システムに
影響がないとの解析結果を明示してほしい。

• 新たな無線設備の技術基準の改定に伴う電波法関
係審査基準の改正の際に、現行規格の無線設備の
適用についてどのように考えるのか。

• 電気通信事業者は、新規格の無線設備導入を計
画しているが、電波法関係審査基準の改正の際
には、現行規格の適用期間を適切に設定する等、
電気通信事業者の不利益とならないように対処す
る。

• 電波法関係審査基準改正案の記載内容の確認及び
修正意見。

• 指摘を踏まえ、報告書案を修正する。

• 18GHz帯固定通信システムと現行の放送衛星シ
ステムのフィーダーリンクとの周波数重複はなく、
また将来計画の放送衛星システムに対しては、
18GHz帯固定通信システムの標準受信空中線の
特性変更の影響に関して、ITU提出の衛星計画に
基づき干渉検討の結果、基準を満足することを確
認済み。
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基幹系無線システムの検討状況

１ 委員会での検討
① 第60回（令和２年９月９日～14日：メール審議）

・・・委員会の運営方針、審議の進め方、作業班の開始

② 第62回（令和３年１月21日～28日：メール審議）
・・・基幹系無線通信システムの技術的条件の検討、

意見募集を行う委員会報告書案の取りまとめ
③ 第65回（令和３年５月13日～20日：メール審議）

・・・提出された意見に対する考え方及び
委員会報告書の取りまとめ

２ 作業班での検討
① 第１回（令和２年９月28日） ・・・委員会の運営方針、審議体制、審議に着手

② 第２回（令和２年10月28日） ・・・高度化に向けた課題の検討

③ 第３回（令和２年11月25日） ・・・高度化に向けた課題の検討、作業班報告書案の審議

④ 第４回（令和２年12月21日～25日：メール審議） ・・・作業班報告書の取りまとめ

参考
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主 査
専 門 委 員

安藤 真 東京工業大学 名誉教授

主 査 代 理
専 門 委 員

豊嶋 守生 国立研究開発法人情報通信研究機構 ネットワーク研究所ワイヤレスネットワーク研究センター 研究センター長

委 員 森川 博之 東京大学 先端科学技術研究センター 教授

専 門 委 員 秋山 裕子 富士通株式会社 共通技術開発統括部 ソフトウエア化技術開発室長

飯塚 留美 一般財団法人マルチメディア振興センター ICTリサーチ＆コンサルティング部 シニア・リサーチディレクター

伊藤 数子 特定非営利活動法人ＳＴＡＮＤ 代表理事

河野 隆二 横浜国立大学大学院 工学研究院 教授 兼 同大学 未来情報通信医療社会基盤センター長

児玉 俊介 一般社団法人電波産業会 専務理事

齋藤 一賢 日本電信電話株式会社 技術企画部門 電波室長

田中 秀一 一般社団法人全国陸上無線協会 専務理事

田丸 健三郎 日本マイクロソフト株式会社 技術統括室 業務執行役員 ナショナルテクノロジー オフィサー

土田 健一 日本放送協会 放送技術研究所 伝送システム研究部 部長

日野岳 充 一般社団法人日本アマチュア無線連盟 専務理事

藤井 威生 電気通信大学 先端ワイヤレス・コミュニケーション研究センター 教授

藤野 義之 東洋大学 理工学部 電気電子情報工学科 教授

本多 美雄 欧州ビジネス協会 電気通信機器委員会 委員長

松尾 綾子 株式会社東芝 情報通信プラットフォーム研究所 ワイヤレスシステムラボラトリー 研究主幹

三谷 政昭 東京電機大学 工学部 情報通信工学科 教授

三次 仁 慶應義塾大学 環境情報学部 教授

吉田 貴容美 日本無線株式会社 新規事業開発本部 新規事業開発企画部 シニアエキスパート

情報通信技術分科会 陸上無線通信委員会 構成員名簿（敬称略） 参考
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【 主 任 】 前原 文明 早稲田大学 理工学術院 情報通信学科 教授

飯塚 正孝 株式会社サイバー創研 主幹コンサルタント

市川 正樹 日本電気株式会社 ワイヤレスアクセスソリューション事業部 マネージャー

伊藤 泰成 KDDI株式会社 技術企画本部 電波部 管理グループ マネージャー

小野沢 庸 ノキアソリューションズ＆ネットワークス合同会社 海外技術標準化 シニアスペシャリスト

小山 祐一 ソフトバンク株式会社 モバイル技術統括 ソリューションシステム開発本部 業務ｼｽﾃﾑ開発部 担当課長

岸 博之 東京都 総務局総合防災部防災通信課統括課長代理

北 直樹 一般社団法人電波産業会 固定系将来展望調査研究会 作業班 主任

工藤 友章 日本電業工作株式会社 社会インフラ事業部システム部 部長

熊丸 和宏 日本放送協会 技術局 計画管理部

小泉 聡 NECプラットフォームズ株式会社 ワイヤレスシステム事業部 事業部長代理

小嶋 正一 国土交通省 大臣官房技術調査課電気通信室 企画専門官

小林 真也 株式会社日立国際電気 モノづくり統括本部 プロダクト本部 プロダクト部 技師

関野 昇 電気興業株式会社 ワイヤレス研究所 主任研究員

武田 浩一郎 富士通株式会社 ワイヤレスシステム事業部 アシスタントマネージャ

渡来 祐一 日本無線株式会社 ソリューション事業部 無線インフラ技術部 マイクロ波システムグループ（グループ長）

拮石 康博 UQコミュニケーションズ株式会社 CSR部門 渉外部 渉外グループマネージャ

藤井 康之 東芝インフラシステムズ株式会社 府中事業所 放送・ネットワークシステム部 通信システム機器設計第1担当 エキスパート

本多 美雄 エリクソン・ジャパン株式会社 標準化・レギュレーション担当部長

前田 規行 株式会社ＮＴＴドコモ 電波部 電波技術担当課長

宮城 利文
日本電信電話株式会社 情報ネットワーク総合研究所 アクセスサービスシステム研究所
無線エントランスプロジェクト 主幹研究員

基幹系無線システム作業班 構成員名簿（敬称略） 参考


